提出書類の記載要領

（令和元年度緊急安全対策事業に係る所要額調書等追加提出時用）
	 令和元年度私立学校振興費（運営費）所要額調書の提出について


　　担当者名を必ず記入すること。

	様式第２号ア
	 私立学校振興費所要額（支出済額）調書（運営費の場合）
（施設型給付を受ける幼稚園のみ）


　１　生徒（園児）数
　２　学級数

　３　本務教職員数
　５　納付金収入
　
４　支出
　　　各項目の金額は、別紙３「補助対象経費の内訳」から、各大科目の金額及び合計額を記入する
	別紙３
	 補助対象経費の内訳（施設型給付を受ける幼稚園のみ）


　　補助の対象となる経常的経費について、当該年度の所要額（見込額）の内訳を科目ごとに記入し、集計する。
　　なお、科目ごとの金額は、補助対象外の経費（人件費支出のうち役員報酬及び退職金、設備関係支出のうち車両費）を除いて、原則として予算書と一致する。

	但し、年度末に提出を求める「収入・支出見込額調べ」の「様式第２号ア」については、「所要額」（見込額）ではなく「支出済額」（見込額）であることから、その際には注意が必要。


　１　人件費支出
　　(1)　本務教員給与・・・本務教員に該当する者に支給する給与
　　(2)　兼務教員給与・・・本務以外の教員に支給する給与、賃金
　　(3)　本務職員給与・・・本務職員に該当する者に支給する給与
　　(4)　兼務職員給与・・・本務以外の職員に支給する給与、賃金
　　(5)　教員給与支出及び職員給与支出は、宿日直手当を含む。
　　(6)　役員報酬支出、退職金支出は、補助対象とならないので除く。
２　教育管理経費支出
「修繕費支出」等において、国庫補助事業等の「他の補助事業」を活用した場合、当該経費は補助対象とはならないので、本調書からは除くこと。
　３　設備関係支出
　　(1)　車両支出は、補助対象とならないので除く。
(2)　「機器備品支出」等において、国庫補助事業等の「他の補助事業」を活用した場合、当該経費は補助対象とはならないので、本調書からは除くこと。
	別紙５
	 収支予算


１　収入　→　記載不要
　　

２　支出
　(1)　「うち補助対象経費」欄は、「私立学校振興費所要額調書（様式第２号ア）の４」と一致すること。

　(2)　このため、補助対象経費が学校法人等の理事会で議決した支出予算と異なる（超過する）場合には、「補正確約書」の提出を求めているもの。
	別紙８
	学校の安全対策事業所要額（支出済額）調書


　　補助対象経費（「教育管理経費支出」及び「設備関係支出」に分類される経費であり、主として教育管理経費支出のうちの「修繕費支出及び報酬、委託、手数料支出」、設備関係支出のうちの「機器備品支出」。別紙「平成30年度以降の取扱いについて」、「申請上の留意事項」及び「記入例」参照。）に計上されている科目のうち、平成31年度に実施する内容を記入する。（年度内に支払まで完成するものであること。）
　　
記載不要








